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熊本県における幼保一元化へ向けた現状と課題
八幡（谷口）彩子'＊・福田真奈美2＊
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ａｎｄＮurserySchoolsinKumamotoPrefectｕｒｅ
AyakoYAHATA-TANIGucHIl＊andManamiFuKuDA2＊
（ReceivedbyOctoberL2008）
Recently,unificationofkindergartensandnurseryschoolsisbeingpromotedbytheJapanesegovernmenL
inabackgroundofdecreasedofbirthrateandincreaseoftwoincomecouples・Ａｌready,Z29institutionshad
beenauthorizedasUnifiedKindergartenandNurserySchools,"AuthorizedPre-Schoo1s,"byApriL2008in
Japan,butonlyoneinstitutioninKumamotoPrefecturc
ThepurposeofthispaperistoexaminethepresentconditionandproblemsfOrunificationof
kindergartensandnurseryschools，throughquestionnairesandinterviewsurveyswithkindergartensand
nurseryschoolsinKumamotoPrefecture
Forthispurpose,wedistributedquestionnairesonthestatusofcontactsbetweenkindergartenandnursery
schooLrelatedmeritsandproblems,necessityof"AuthorizedPre-School,"etc.,tothel54kindergartensand
l72nurseryschoolsinKumamotoPrefecture・ThedistributionperiodwasOctoberl7-30,2007.Wedistributed
326questionnairesandreceivedl93（９１kindergartensandlO2nurseryschools）completedquestionnaires
(59.2％completionrate).Wealsodidinterviewsurveyswithsixkindergartensandthreenurseryschoolsonthe
actualstatusofcontactsbetweenkindergartensandnurseryschools，etc.，ｆｒｏｍＮｏｖｅｍｂｅｒ２１ｔｏＤｅｃｅｍｂｅｒ７，
2007．
TheresultsareasfOllows：ｌ）Manykindergartensandnurseryschoolshavecontactwithelementary
schoolsandjuniorhighschools,etc・throughcontactbetweenpupilsandstudents,butthereisnotmuchcontact
betweenkindergartensandnurseryschools、２)Meritsofcontactbetweenkindergartenandnurseryschoolare
increasedcontactsbetweenpupilsandstudents，andopportunitytolearnabouttheirinstructionmethods・On
theotherhand,aproblemisarrangingspaceandtimefOrsuchcontact、３)Almost6096bothkindergartensand
nurseryschoolsneitherapprovenordisapproveunificationofkindergartensandnurseryschools・Ontheother
hand,morekindergartensrecognizethenecessitｙｏｆ“AuthorizedPre-Schools”thannurseryschools4)The
reasonswhy"AuthorizedPre-School，，ｉｓnotverypopularinKumamotoPrefecturearethattheneedsfOritisnot
verygeneralinKumamotoPrefecture,andsomeparentsneededucationinkindergartenfbrtheirchildren5)Ａ
ｆＵｔｕｒｅｉｓｓｕｅｉｓｈｏｗｔｏｅnsurethequalityofchildcareandeducationinbothkindergartensandnurseryschools．
Ｋｅｙｗｏｒｄｓ：Unificationofkindergartensandnurseryschools，“AuthorizedPre-School,”Kumamoto
Prefecture,kindergartennurseryschool
1．研究目的 異なる制度のもとに運営されてきた幼稚園と保育所を
一元化しようとする動きがみられる．2008年４月まで
に，幼保一元化施設である認定子ども園として，全国
で229施設が認定されたが，その中に熊本県の施設は
わずかｌ施設のみである．その理由については，幼稚
園における預かり保育の普及，保育所における幼児教
近年，少子化や共働き家庭の増加を背景に，幼稚園
における園児数の減少や，都市部における待機児童問
題が深刻である．そこで，園児数が減少している幼稚
園を有効活用し，待機児童問題を解消するため，従来，
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青体制の整備などの熊本における子育てをめぐる状況
とともに幼保一元化に先立って求められる幼稚園と
保育所との連携状況等をもとに考える必要があろう．
そこで本研究では，熊本県における幼保一元化へ向
けた現状と課題について考察することを目的として，
熊本県の幼稚園と保育所を対象にアンケート調査およ
び聞き取り調査を行った．
表ｌ調査対象施設の所在地区・施設形態・入園年齢
,丁稚園
(Ｎ=91）
保育所
(Ｎ=102）施設の属性
所在地区 熊本市
宇城
荒尾･玉名
鹿本･菊池
阿蘇
上益城
八代
葦北･水俣
人吉･球磨
天草
42.9％
3.3％
９９％
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2．研究方法
本研究で行ったアンケート調査と聞き取り調査の方
法は以下の通りである．
（１）アンケート調査
アンケート調査は，熊本県内の幼稚園１５４（全数)，
認可保育所172(熊本県内の総数586のうち各市町村の
分布が幼稚園と同程度になるよう抽出，抽出率29
4％)，合計326を対象とし，郵送法により実施した
有効回収数と有効回収率はそれぞれ幼稚園９１（59.
1％)，保育所102(593％)，合計193(592％）であっ
た調査期間は2007年１０月１７日（水）～同１０月３０
日（火）である
調査内容は，所在地区・園児数.園児年齢・施設形
態等の属性，諸機関との連携状況，幼保連携の利点と
問題点，職員数と保有免許，預かり保育の有無，幼保
一元化の必要性の有無とその理由，幼保一元化施設の
必要性についてである．
調査結果の統計処理は，単純集計，幼稚園・保育所
別施設形態別のクロス集計，ｘ２検定を用いて分析
した．
（２）聞き取り調査
聞き取り調査は，上記のアンケート調査票を返送の
際，聞き取り調査に協力いただける場合は，調査協力
書を同封してもらうようにした．聞き取り調査協力害
を送付いただいた幼稚園２２，保育園１４のうち，２００７
年１１月２１日（水）～同１２月７日（金）の期間に実
施可能だった幼稚園６，保育所３から話を聞いた
調査内容は，所在地区・園児数.園児年齢等の保育
の状況，預かり保育について。諸機関との連携状況，
連携の課題，幼保連携について，認定子ども園につい
て，幼保一元化についてである．
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これによれば，今回のアンケート調査対象は，所在
地区では熊本市の割合が高く，施設形態では幼稚園・
保育所ともに私立が６割以上を占めていた
入園年齢については，幼稚園では，３歳児からの受
け入れが８０２％と最も多く，ついで，２歳児からの受
け入れが１割を超えている．本来，幼稚園では３歳以
上を預かるものであるが，２歳児から預かる幼稚園が
増えてきていることがうかがわれる
一方，保育所では，０歳児から受け入れている施設
が９０２％と大半を占めた
②諸機関との連携状況
まず，諸機関との連携状況について尋ねた小学校，
中学校などの諸機関と連携を行っていると回答した割
合を幼稚園・保育所ごとに示したのが図ｌである．こ
れによると，幼稚園・保育所ともに小学校ついで中学
校との連携が最も多かった一方，保育所では地域や
**p＜0.01
小学校
中学校
□幼稚園
（N割け3．結果および考察
圖保育所
（N=102）（１）アンケート調査
まず，アンケート調査の結果について以下に記す．
①調査対象施設について
アンケート調査の対象とした施設の所在地区，施設
形態，入園年齢は表ｌの通りである．
００％20.0％40.0％60.0％80.0％100.0％
図ｌ各機関との連携状況
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保育所同士の連携が，幼稚園では幼稚園同士の連携の
割合が高かった．これらに比ぺると幼稚園と保育所間
の連携は少なかった．
連携の内容については，小学校等との連携について
は，幼稚園・保育所ともに「子どもたちの交流」の割
合が多かったのに対し幼稚園・保育所間の連携にお
いては「職員間の連携」の割合が多くなっていた（表
2)．
割合が高かった．
④幼稚園と保育所の連携上の問題点
11.s．
交流場所の確保が難しい
問題点はない
独自の活動範囲が狭まる
子どもの成長に差が|||る
その他
表２．諸機関との連携内容（複数回答） 0.0％10.0％20.0％30.0％40.0％５０．０９６
口保育所(N=102）圏幼稚園(N=91）
、.ｓ、
連携先連携内容姜鰯｡Ｗ麓.台ｗ飢台
幼稚園職員間の連携
子どもたちの交流
その他
保育所職員間の連携
子どもたちの交流
その他
小学校職員間の連携
子どもたちの交流
その他
中学校職員間の連携
子どもたちの交流
その他
高校職員間の連携
子どもたちの交流
その他
大学職員間の連携
子どもたちの交流
その他
地域職員間の連携
子どもたちの交流
その他
47.3％
20.9％
11.0％
35.2％
25.3％
121％
60.4％
747％
18.7％
29.7％
48.4％
16.5％
4.4％
18.7％
7.7％
2.2％
1.1％
4.4％
22.0％
29.7％
9.9％
1312.7％
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５４．９％
6866.7％
6260.8％
3736.3％
6967.6％
7876.5％
１２１１８％
3635.3％
6462.7％
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５６２９．０％
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図３幼稚園と保育所との連携上の問題点
つぎに幼稚園と保育所との連携上の問題点につい
て尋ねた図３によると，幼稚園・保育所ともに「交
流場所の確保が難しい」を挙げた割合が最も多かった
また，「その他」と答えた割合も多く，その内容とし
ては，「時間が合わない」「カリキュラム，幼児教育
に対する教職員・保護者の意識・認識に差がありすぎ
る｣，「目的そのものの違いから，保育のあり方，援助
の違いがある｣などの記述がみられた
⑤職員の所有免許と採用
教職員の所有免許について尋ねたところ，幼稚園・
保育所の教職員の７割以上がともに幼稚園教諭免許・
保育士資格の両方を所有していたしかし幼稚園職
員の１５６％は幼稚園免許のみ，保育所職員の２２３％
は保育士資格のみの所有であった（表3）
「今後，教職員を採用するにあたり，幼稚園教諭免
許．保育士資格をあわせもった人物を積極的に採用し
たいと考えますか？」と尋ねたところ，表４に示す結
③幼稚園と保育所が連携することの利点
つぎに幼稚園と保育所が連携することの利点につ
いて尋ねた図２によると，幼保連携の利点について
は，幼稚園・保育所ともに「園児の交流が増える｣，
｢指導を参考にできる」と答えた割合が多かったつ
いで，幼稚園では「職員同士が協力できる｣，「機能を
補い合える｣，「子育て支援の充実｣，保育所では「遊
びの幅が広がる｣，「職員同士が協力できる」と答えた
表３．職員の所有免許
*＊:ｐ＜０１
幼稚園職員保育所職員
（N=769）（N=1393）
全体
(Ｎ=2162）所有免許
人数割合人数割合人数割合
１３１
337
1599
９５
120
２６
５６５
５８
１１
311
1034
３７
0.8％
22.3％
74.2％
2.7％
幼稚園教諭免許のみ
保育士資格のみ
両方
その他
6.1％
15.6％
74.0％
4.4％
胱
例
刑
刑
５
３
３
７
●
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●
Ｃ
ｌ
７
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園児の交流が増える
指導を謬考にできる ロ幼稚園
（N=91）…士力脇力できる|驫裏;霊薑讓;讓驫霧
遊びの…がる驫嘉議薫薑曇鱸翻
鬮艫を廓匿える驫惠嘉壽嘉声詞
子爾て支擾の充翼|嘉嘉纂纂議翻
ボリ点睦ない農鰯
表４．幼稚園教諭免許・保育士資格をあわせもった職員
を積極的に採用したいか
＊*:ｐ＜０１
圏保育所
（N＝102）
全体幼稚園(N=９１保育＝1０回答 施設数割合施設数割合施設数割合
はい
いいえ
無回答
０
２
１
３
３
３
１
67.4％
16.6％
16.1％
7３
７
１１
％
％
％
２
７
ｌ
●
●
●
０
７
２
８
１
5７
２５
２０
55.9％
24.5％
19.6％
0.0％20.0％40.0％60.0％
図２幼保連携の利点
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果となった全体では６７４％が「はい」と答えたが
幼稚園・保育所間で］％水準の有意差がみられ，幼稚
園の方が幼稚園教諭・保育士資格をあわせもった人
物の採用に積極的であった
⑥保護者との関わり
「保護者との関わりについてはどのようなことに力
を入れていますか？」と尋ねたところ。表５に示す結
果となった幼稚園保育所間で５％水準の有意差が
見られ，幼稚園では「送り迎え時の交流｣550％「保
育・授業参観｣４６２％「連絡帳でのやりとり」３８５％，
｢親子行事｣352％などであったのに対し，保育所では
｢送り迎え時の交流｣７９４％が最も多く，ついで「連絡
帳でのやりとり」３５３％であった,
*＊:ｐ＜０１
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図４幼保一元化の必要性
えない」と答えた割合が約６割を占めたが，幼稚園は
保育所に比べて「必要」と答えた割合が高く，一方，
保育所は幼稚園に比べて「必要ない」と答えた割合が
高かった
そこで，幼保一元化が「必要」と答えた施設に
｢幼保一元化を進めるために何が必要」かについて尋
ねたところ，全体では「財政的支援」７３．７％や「施
設・設備の整備」６８４％など国や県からの援助に期
表且保護者との関わりについて力を入れていること
（複数回答）
＊＊:ｐ＜０５
全体（Ｎ=193）幼稚園（N=91）保育図(N=102）
回答項目
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３６
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245％
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17.6％
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０
４
２
｜
‐
０
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４
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表７．幼保一元化を進めるために何が必要か(複数回答）
ｎｓ．
保育所（N=2）
腿[投欺割合
全体（Ｎ＝１９）幼稚園（N=17）
回答項目
施,役数割台肥ｉｆ数害|]台
保育園における教育
カリキュラムの整備
幼稚園における延長
保育
近隣の幼稚園･保育
園と連携を深めること
施設･設備の整備
財政的支援
人材確保
教職員に異なる免許
を持たせるための制度
その他
526.3％423.5％
631.6％529.4％
500％
50.0％
⑦延長保育の有無
ここでは，幼稚園のみを対象に，幼稚園における通
常の保育が終わった後も子どもを預かる預かり保育
の実施状況について尋ねた預かり保育を行っている
幼稚園は全体の７６０％を占めていた（表6）しかし
施設形態ごと分析すると違いが見られ，預かり保育を
実施しているのは，私立幼稚園の９６７％公立幼稚
園の３２１％国立幼稚園では実施されていないと
いう結果であったとくに，ほとんどの私立幼稚園が
預かり保育を行っており，幼稚園の機能が確実に保育
所に歩み寄っていることがうかがえる
表６預かり保育の実施状況（幼稚園のみ）
＊*:p＜０１
０
２
０
０
００％
1000％
0.096
0.0％
50.0％
００％
315.8％
１３６８４％
1473.7％
631.6％
315.8％
４２Ｌ1％
317.6％
１１６４．７％
１４８２．４％
635.3％
２１１８％
423.5％ Ⅱ
表８幼保一元化が必要ない理由
*＊：、＜，０１
全体（Ｎ=56）幼稚園(N=16）保育所Ｃｖヨ0）
回答項目
施Ⅲ没数割合施設数害|I合施1没数害11合
これまでの幼稚園・
保育園の機能で充
分だから
教職員の負担が増
加するから
保護者が求める保育
内容に合わせて幼
稚園と保育園を選択
すればいい
幼保一元化の必要
性や意義が把握でき
ないから
幼稚園免許･保育士
資格をあわせ持った
職員が少ないから
その他
2646.4％637.5％２０５００％
610.7％425.0％２う.0％
国硫(N=l）公立(ｎコU〕￣私立(N弓-1丁
回答項目,熟(鼬 施,il欧冑|I合施iul数割台砲Iil敗冑'1台
96.7％
0.0％
3.3％
００．０％
1100.0％
００．０％
９３２１％
1967.9％
００．０％
９
０
７
５
実施している
夷施していな｛I
NA．
％
％
％
０
０
０
６
２
２
７
２
９
０
２
６
２
4275.0％1487.5％２８７(〕､0％
１７３０４％318.8％１４３５０％
⑧幼保一元化について
まず，幼保一元化の必要性について尋ねたところ，
図４に示す通り，幼稚園と保育所間で１％水準の有意
差が見られた幼稚園・保育所ともに「どちらとも言
０００％０００％０００％
1017.9％531.3％５１２５％
6５熊本県における幼保一元化へ向けた現状と課題
侍する項目の割合が高くなっていた（表7)．
一方,幼保一元化が「必要ない」と答えた園に対し
その理由について尋ねたところ，幼稚園と保育所で
1％水準の有意差がみられた（表8)．幼稚園保育所
ともに最も割合が高かったのは，「保護者が求める保
育内容に合わせて幼稚園と保育園を選択すればいい」
であったが，保育所では「これまでの幼稚園・保育園
の機能で十分だから」や「幼保一元化の必要性や意義
が把握できないから」と答えた割合が幼稚園に比べて
高くなっていた．
「その他」の意見としては，幼稚園では「今でさえ
子育てを放棄している人がいるのに保育所の機能が大
きくなれば日本の教育は危うくなる」という意見や，
保育所では「幼保一元化は幼稚園にメリットがあるが
保育所のメリットをあまり感じない」などの記述がみ
られた．
⑨幼保一元化施設について
表10これから幼稚園教諭・保育士をめざす学生に求
めること(複数回答）
＊＊:ｐ＜､0１
全体（Ｎ=193）幼椛園（N=91）保育側(N=102）回答項目 施設数割合施,没数割合施設数割合
幼稚園･保育園の特
徴の理解
保育･教育のボラン
ティア体験をして実
践力をつけておく二と
子育て支援の基礎知
識を身につけておく
二と
得意分野を作ってお
くこと
幼児に関する基礎知
識の習得
幼稚園教諭免許と保
育士資格の両方を取
得すること
小学校教員免許の
取得
その他
7538.9％３６３９．６％３９３８２％
10856.0％４９５３８％５９５７．８％
１０７５５４％４４４Ｍ％６３６１．８％
９０４６．６％４３４７３％４７４６１％
12765.8％６６７２．５％６１５９．８％
7036.3％３６３９．６％３４３３３％
％
％
０
８
●
●
０
１
１
０
２
１
199.8％
3015.5％
1617.6％
1819.8％
保育所間で1％水準の有意差がみられた．全体では
｢幼児に関する基礎知識の習得｣65.8％の割合が高いが，
特に幼稚園では７２．５％と保育所に比べて高く，また，
｢小学校教員免許の取得」を挙げた割合も高かった
一方，保育所では，「子育て支援の基礎知識を身につ
けておくこと」と答えた割合が６１８％と幼稚園と比
べて高かった．「その他」としては，特別支援教育に
関する記述が多く，特別支援を必要とする現状が推察
される．特別支援教育は現在重視きれてきており，
幼・保・小連携を充実させることができれば特別支
援を必要とする子どもたちがスムーズに小学校に入学
できるよう支援ができる．今後特別支援教育の必要性
はますます高くなっていくと思われる．
最後に，「幼稚園教諭や保育士の養成をしている犬
表９熊本県で全国的に幼保一元化施設が少ない理由
（複数回答）
＊＊わく.0１
(N=193）幼稚園(N=91）保育園(N=102）理由 施設数割合施i没数割合施設数割合
保育園が多いため
熊本県における幼保
一元化施設への
ニーズがあまり高くな
いため
幼稚園における教育
を望む一定数の保
護者がいるため
既に幼保連携の取り
組みが一定の成果
をおさめているため
その他
６３３２６％３３３６．３％３０２９．４％
10152.3％３０３３．０％７１６９．６％
3618.7％２９３１９％７６．９％
３１．６％２２．２％１１．０％
3216.6％２４２Ｍ％８７．８％
ここでは「熊本県は，全国に比べて幼保一元化施設
が少ない理由」について尋ねた結果は表９に示す通
り，幼稚園・保育所間で１％水準の有意差がみられた．
これによると，全体では「熊本県における幼保一元化
施設へのニーズがあまり高くないため」の割合が高く，
特に保育所では69.6％と幼稚園に比べて高い一方，
幼稚園では，「幼稚園における教育を望む一定数の保
護者がいる」の割合が３１９％と保育所と比べて高く
なっていた．「その他」の意見としては，「統合施設，
無認可保育園などについて，補助金がないため」「そ
れぞれのメリット，デメリットがはっきりしない」
｢県が子育ての重要性を認識しているため，安易に質
の低下を招くことは認めないため」などの記述がみら
れた．
⑩学生や大学・短大に求めること
「これから幼稚園教諭・保育士をめざす学生に求め
ること」について尋ねた表１０に示す通り，幼稚園．
表Ⅱ幼稚園教諭や保育士の養成をしている大学や短
大に求めること(複数回答）
ｎs．
命体（N=193）幼碓園(N=91）保育剛(N=102）回答項目 施投数割合施設数割合施【没数割合
礎･基本を学生に指
導すること
幼児教育に関する実
習の充実
学生に保護者へとの
対応のしかたや子育
て支援のスキルを習
得させる二と
幼稚園教諭と保育士
の両方の資格･免許
がとれる体制の整備
現職幼稚園教諭･保
育士の研修機能の充
実
小学校教員免許もと
れるようにする
その他
15479.8％７５８２．４％８１７９．４％
12464.2％５８６３．７％６９６７．６％
10755.4％５０５４．９％５９５７．８％
6634.2％２９３１．９％３７３６．３％
4121.2％２１２３．１％２１２０．６％
７６．９％
５４．９％
2110.9％
2010.4％
1415.4％
1516.5％
6６ 八幡（谷口）彩子・福田真奈美
表１２．聞き取り調査を行った幼稚園・保育園の保育の状況
施設地区諺菫欝職員預力：給食の～締時間ｉロ り保育(幼稚園)/延長保育(保育Ｐ有無時間帯 預かる人数
～１７:００:２０～３０人有保育後～１８:００～１８:00:３人
4ｍＥ－
ＪＯ、、
A幼稚園熊本市私立２３３
B幼稚園熊本市公立８８
２４３～5歳児有(週3回）８:00～１４:0０
８:４０～１４:００
８３～5歳児無水8:40～11：
３０
８:４０～１４：００
７３～5歳児無水8:40～１１：
３０
３４～5歳児有８:00～１５:3０
５３～5歳児有８:00～１４:0０
８３～5歳児有８:00～１４:００
１５０～6歳児有８:30～１７:1５
２歳まで:完全７:30～１９:００'60~6歳児鶴上:ご飯
以外は給食
２歳まで:完全７:00～１８:00200~6歳児総上:ご飯
以外は給食
無
C幼稚園熊本市公立５４
Ｄ幼稚園球磨郡公立
E幼稚園天草市私立
F幼稚園天草市公立
Ｇ保育園熊本市公立
４，２－
Ｊ､、、
有１３:00～１７:００日によって異なる
鉦一
’０，、
有liil1Hj1iiⅢ,~2人
有７:00～７:３０２人
1９
４６
８２
５５
H保育園玉名市公立７３
有１８:00～１９:００２０～30人
I保育園合志町私立９７
学や短大に求めること」について尋ねた．表１１に示
す通り，幼稚園，保育所間に有意差はみられなかった．
全体で最も割合が高かったのは，「幼児教育に関する
基礎・基本を学生に指導すること」７９８％，ついで，
｢幼児教育に関する実習の充実」６４２％，「学生に保護
者との対応のしかたや子育て支援のスキルを習得させ
ること」５Ｍ％の割合が高かったその他の意見とし
ては，「特別支援教育の推進｣，「人間としての常識を
深めること（挨拶・笑顔)｣，「社会人としての基礎の
習得｣，「課題意識を持って実習に望むこと｣，「救急法，
安全意識，コミュニケーション能力，様々な社会体
験」などの記述があった．
（２）聞き取り調査
ここでは，熊本県の幼稚園６施設，保育所３施設か
ら行った聞き取り調査の概要について述べる．各施設
ごとの保育の状況等については表１２にまとめている．
①預かり保育について
表１２によると，今回聞き取り調査を行った幼稚園６
施設のうち私立幼稚園２施設で預かり保育を行ってお
り，公立幼稚園では預かり保育は行われていなかった
また，いずれの保育所においても，通常の開所時間を
こえて子どもを預かる延長保育が実施されていたこ
のように預かり保育・延長保育に対する保護者の要
望が増え，幼稚園もそうした要望への対応が区'られて
きている．一方，朝早くから夜遅くまで施設をあける
ため，職員の出勤時間をずらすなどの工夫が必要にな
り，職員会議の時間がほとんど取れない施設もあるよ
うだった．こうした対応を図る一方で,保護者と子ど
もたちが触れ合う時間がますます短くなってきている
ことについて，親子の信頼関係が薄れてしまうことに
対する懸念がきかれた．
②各機関との連携について
つぎに，各施設において，諸機関との連携がどのよ
うに行われているかについて話を伺った
幼稚園同士や保育所同士，幼稚園と保育所の連携は，
足りないものを補い合う，同じ小学校に入るので前
もって交流を行い小学校にスムーズになじめるように
するなどの目的で，行事を一緒に行ったり，プールな
どを使わせてもらったり，といった連携活動が行われ
ている（A，Ｂ幼稚園)．文部科学省からの委嘱で連携
をはじめ，その効果がよかったため継続しているとい
う施設もあった（Ｅ幼稚園)．職員同士の連携として
は，会議などで情報交換を行うなどの連携が行われて
いた（全施設)．連携を行っていない理由として，近
くに幼稚園や保育園がない，職員同士の交流がない，
時間が合わない，などの理由があげられた．
小学校や中学校との連携としては幼・保・小中連携
を行っている施設が多かった（ＢＤＦ幼稚園，Ｈ保
育所)．しかしすべての施設で同じような連携が行
われているわけではなく，年に数回小学校や中学校と
交流をしている施設もあれば職員会議のみの施設も
あった幼・保・小中連携は，比較的新しい取り組み
であるため，地域によって進んでいるところとまだ定
着にいたっていないところがある幼・保・小中連携
の課題としては，小・中学校は授業があるため，時間
を合わせるのが難しく，幼・保一小，小一中の連携を
幼・保・小中連携として一本化するのが難しい．幼・
保小中連携にかかわらず，連携を行うにあたっては，
6７熊本県における幼保一元化へ向けた現状と課題
計画や準備，反省などかなりの時間が必要になるため，
このような時間をどのように確保するかが重要な課題
である．
連携を行う際に気をつけていることとして，共通し
ていたのは子どものことを第一に考えるということで
あった．連携の内容ばかりに気を配って，子どもたち
のことを考えなかったり，年齢差を考えず連携活動を
組み込んでしまうと，子どもたちの満足は得られない．
特に現在，発達障害を持つ子どもたちも増えている
ので，ひとりひとりが活動にしっかりと取り組めてい
るか，集団活動ができているかなどを観察しながら，
適切な援助をしていく必要があるというお話であった．
③連携の課題
諸機関との連携の課題については，連携の際はどち
らかの機関が主となり活動を計画するが，活動内容を
両方の機関が理解しておかないとせっかくの連携が一
方的なものとなってしまい，うまくいかないことがあ
るため，連携の話し合いをするための時間の確保が今
後の課題である（B，Ｃ幼稚園)，小学校や中学校は授
業があるので，時間の確保が難しい（ＤＢ幼稚園)，
小学校との連携は支援が充実しているので行いやすい
が，保育所との連携は特に支援がないため難しい（Ｆ
幼稚園)，保護者との連携においては，保護者の方が
働きやすいように，保育所も体制を整えて行きたいが，
そうすると，どうしても保育の時間が長くなり，職員
同士の会議や，研修の時間が少なくなってしまうとい
う問題があるため，会議や研修の時間をいかに確保し
ていくかが今後の課題となっている（Ｇ保育園）など
の話であった．
④幼保連携について
アンケート調査では，諸機関との連携として，小学
校ついで中学校との連携が最も多くなっていたまた，
保育所では，地域や保育所間との連携が，幼稚園では
幼稚園同士の連携の割合が高くなっていたこれらに
比べると幼稚園と保育所間の連携は少なかった幼稚
園と保育所間の連携が少ない理由を尋ねると，経営者
が異なる幼稚園と保育所が一緒に活動をすることは，
教育方針も違い，時間帯も異なるため，とても難しい．
また，少子化なども関連し，幼稚園と保育所が商売敵
になってしまっているという状況があること，幼稚園
と保育所の時間の流れが異なるため時間を合わせるの
が難しいということ，幼稚園同士，保育所同士の職員
は研修などを通して知り合いになる機会が多いが，幼
稚園と保育所はそれがないため，連携をしたいと思っ
ていても実現が難しいという実態もある．
連携の内容は，小学校等との連携では，幼稚園．保
育所ともに「子どもたちの交流」の割合が多かったの
に対し幼稚園・保育所間の連携においては「職員間
の連携」の割合が多くなっていたこれは，連携の課
題として挙げられた，「小学校との連携は支援が充実
しているので行いやすいが，幼稚園と保育所との連携
は特に支援がないため難しい」ということや，近くに
幼稚園や保育所がないなどのため，子どもたちの交流
ができていない状況にあると考えられる．
⑤認定子ども園について
幼稚園も保育所も認定子ども園については，意見が
類似していた．認定子ども園を作ることにより，どの
ように社会が変わっていくのか，子どもたちにとって
本当に良いのだろうかという疑問の声が多くの施設で
あがっていた（ＣＥＦ幼稚園，Ｇ保育園)．認定子
ども園を進めていくのであれば，幼稚園と保育所の管
轄の違いから来る補助金の問題の解決や，幼稚園・保
育所の良い部分を組み込み，保育の質を落とさないよ
うな施設を考える必要がある．
⑥幼保一元化について
幼保一元化については，今後進んでいくと考える施
設もあれば，難しいだろうと考える施設もあり，施設
によって様々だった国次第なのでどちらとも言えな
いという意見も多かったけれどやはり子どものこと
を－番に考えるぺきという考えはどの園も共通してい
た．
幼保一元化を進めていくことについては，幼稚園，
保育所ともに賛成とは言えない様子であったが，幼稚
園側が賛成できない理由と，保育所側が賛成できない
理由は異なっていた幼稚園側は，幼稚園での教育を
望む一定数の親がいることや，幼児教育の重要'性を考
え，幼稚園の機能をなくしてほしくないと感じている
施設が多かった一方，保育所側は，厚生労働省と文
部科学省の違いがあり，幼保の一元化は難しいので，
それぞれの施設が保育を充実させればよいという意見
や，幼保一元化がなぜ必要なのかはっきりさせてから
議論すべきという意見があった幼保一元化を進めて
いくには，幼稚園と保育園の共通理解も必要となるだ
ろう．
4．要約
本研究を通して次のことが分かった．
①幼稚園と保育所における諸機関との連携状況では，
幼稚園・保育所ともに小学校ついで中学校との連携が
多かったが，幼稚園と保育所間の連携は少なかった
その内容は，小学校等との連携では，幼稚園・保育所
ともに「子どもたちの交流」が多かったのに対し幼
稚園・保育所間の連携では「職員間の連携」が多かっ
た．
②幼稚園と保育所が連携することの利点としては，
6８ 八幡（谷口）彩子・福田真奈美
｢園児の交流が増える｣，「指導を参考にできる」など
が多く挙げられた一方，幼稚園と保育所との連携上
の問題点としては，「交流場所の確保が難しい」や
｢時間が合わない」などの理由があった．
③職員の所有免許については，幼稚園・保育所の職員
の７割以上がともに幼稚園教諭免許・保育士資格の両
方を所有していた．しかし，幼稚園職員の１５６％は
幼稚園免許のみ，保育所職員の２２３％は保育士資格
のみの所有であったまた教職員の採用に関しては，
幼稚園の方が，幼稚園教諭免許・保育士資格をあわせ
もった人物の採用に積極的であった．
④保護者との関わりについては幼稚園では「送り迎
え時の交流｣，「保育・授業参観」などに力を入れてお
り，保育所では「送り迎え時の交流｣，「連絡帳でのや
りとり」に力を入れていた
⑤幼保一元化の必要性については幼稚園・保育所と
もに「どちらとも言えない」と答えた割合が約６割を
占めたが幼稚園では「必要」と答えた割合が，保育
所では「必要ない」と答えた割合が高かった．
⑥熊本県で，全国に比べて幼保一元化施設が少ない理
由としては，保育所では「熊本県における幼保一元化
施設へのニーズがあまり高くないため｣，幼稚園では
｢幼稚園における教育を望む一定数の保護者がいる」
を挙げた割合が高かった
⑦これから幼稚園教諭・保育士をめざす学生に求める
ことについては，幼稚園では「幼児に関する基礎知識
の習得」「小学校教員免許の取得」を挙げた割合が高
かった．一方，保育所では「子育て支援の基礎知識を
身につけておくこと」を挙げた割合が高かった．ま
た特別支援教育に関する記述も多く，現在，特別支
援教育は特に重視されていることがわかったまた，
幼稚園教諭や保育士養成を行っている大学や短大に求
めることとしては，「幼児教育に関する基礎・基本を
学生に指導すること｣，「幼児教育に関する実習の充
実」などが挙げられた
⑧預かり保育・延長保育に対する保護者の要望が増え，
幼稚園・保育所ともに，そうした要望への対応が図ら
れてきている．こうした対応を図る一方，保護者と子
どもたちが触れ合う時間がますます短くなり，親子の
信頼関係が薄れることへの懸念の声がきかれた．
⑨幼保一元化に対する意見は，施設によって様々だが
子どものことを－番に考えるべきという考えはどの園
も共通していた．
今後幼保一元化を進めていくことには，幼稚園・保
育所ともに賛成とは言えない様子であった幼稚園を
なくしてほしくないという意見や，厚生労働省と文部
科学省の管轄の違いにより，幼保一元化は難しく，そ
れぞれの施設が保育内容を充実させればよいという意
見が聞かれた．
これらのことから，保育所数が幼稚園数より圧倒的
に多く，保育内容に合わせて幼稚園と保育所を選択す
ればよいと考える施設が多い熊本県においては，これ
まであった幼稚園・保育所をすべて一元化するより，
幼稚園・保育所・認定子ども園を並立させ，保護者の
実態やニーズに合わせて必要な施設形態を選ぶやり方
の方がメリットも大きいように思われる．しかし
幼稚園・保育所・認定こども園といった多様な保育施
設において，保育の質をどう高めていくかが今後の課
題であると考える．
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